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第一部　企 業 情 報       
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第１　会 社 の 概 況         

１．資 本 金 の 増 減         

前事業年度末現在の資本金 当 半 期 中 の 増 減 当半期末現在の資本金

4,673,616千円 －千円 4,673,616千円

２．株 式 の 総 数         

種 類 会社が発行する株式の総数 摘 要

普 通 株 式 30,000,000株

計 30,000,000

　（注）　「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。

発 行 数
記名・無記名
の別及び額面
・無額面の別

種類 当該半期末現在
（平成11年９月30日現在）

提 出 日 現 在
（平成11年12月17日現在）

上場証券取引所名
又は登録証券業
協 会 名

摘 要

記名式額面株式
（券面額　50円）

普通
株式 14,300,000株 同　　　　左 日本証券業協会 （注）

発

行

済

株

式
計 14,300,000 同　　　　左

（注）　議決権を有しております。

３．株 式 の 状 況         

(1）大 株 主 の 状 況         平成11年９月30日現在

氏 名 又 は 名 称 所 有 株 式 数
発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

千株 ％

有 限 会 社 タ キ ゲ ン 1,617 11.30

瀧 澤 さ よ 1,156 8.08

瀧 澤 一 郎 753 5.26

ク ラ リ オ ン 株 式 会 社 715 5.00

株 式 会 社 あ さ ひ 銀 行 714 4.99

瀧 澤 　 豊 564 3.94

株 式 会 社 富 士 銀 行 478 3.34

株 式 会 社 第 一 勧 業 銀 行 478 3.34

瀧 澤 久 美 384 2.69

横 　 山 　 惣 三 郎 365 2.55

計 7,228 50.54
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(2）議 決 権 の 状 況         平成11年９月30日現在

議 決 権 の あ る 株 式 数
議決権のない株式数

自 己 株 式 等 そ の 他
単 位 未 満 株 式 数 摘 要

発
行
済
株
式 － － 14,082,000 218,000 （注）

　（注）１．単位未満株式数には、当社所有の自己株式が986株含まれております。

２．上記「議決権のある株式数」の「その他」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が７千株含まれてお

ります。

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 等 所 有 株 式 数

氏 名 又 は 名 称 住 所 自己名義 他人名義 計

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

摘 要

日本アンテナ株式会社
東京都荒川区西尾久
７－49－８ － － － －

自

己

株

式

等
計 － － － －

４．株価及び株式売買高の推移

月 別 平成11年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最 高 1,450 1,380 1,650 1,790 2,600 2,880

最 低 1,060 1,100 1,140 1,400 1,370 1,810

当該半期中における

月別最高・最低株価

及 び 株 式 売 買 高

売買高 740 198 786 552 1,579 851

　（注）　最高・最低株価及び株式売買高は、日本証券業協会の公表のものであります。

５．役 員 の 異 動         

　該当事項はありません。

６．従 業 員 の 状 況         

従 業 員 数 平 均 給 与 月 額

605人 369,495円

　（注）１．上記のほか臨時従業員（嘱託及び準社員）の当上半期平均雇用人員は192名であります。

２．平均給与月額は、平成11年９月分の税込支払給与額の平均であり、基準外賃金を含み賞与は含めており

ません。

株 株 株 株

株 株 株 ％

円

円

千株
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第２　事業及び営業の状況

１．事 業 の 状 況         

　当該半期中には、合併、営業の譲渡・譲受け及び経営上の重要な契約の締結変更等はありません。

研 究 開 発 活 動         

　デジタル技術・光伝送技術・衛星通信を中心にした情報通信分野の急激な技術革新により、放送と通信の融合、

インターネット・イントラネット等コンピュータネットワークの普及などが急速に進むかって無い変革期に、21世

紀に向けた情報通信システムの市場動向、需要に的確に対応するため、付加価値の高い独自新製品の開発に向けて、

全社を挙げて研究開発活動を展開しております。

　当第47期におきましては「車載用平面マルチアンテナ」「加入者系高速無線アクセス用アンテナ」「移動体衛星

通信用平面アンテナ」「光伝送システム機器」を初め、「デジタル衛星ラジオ用アンテナ」「自動車アンテナ用イ

ンビジブルシステム及びハイブリッドアンテナ」「携帯電話用新型アンテナ」「ＢＳ／ＣＳデジタル放送受信用ア

ンテナ及び伝送機器」「地上波デジタル放送伝送機器」等、将来動向に沿った多くのアンテナ、受信システム機器

の新製品開発をとり進めております。

　また、当上半期には、ＣＳデータ伝送用各種マルチアンテナ、ＣＡＴＶインターネット用双方向増幅器及びユ

ニット類、ＣＳデジタル放送受信用システム機器、各種携帯電話用アンテナ、アンテナセレクター、ＧＳＭ／ＧＰ

Ｓ用アンテナ、等各種新製品を開発し、順次発売いたしました。

　なお、当上半期の研究開発の総額は379百万円であります。

２．営 業 の 状 況         

(1）概 況         

　当上半期におけるわが国経済は、公共投資、住宅減税、金融システム安定化策など政府の経済対策に支えられ、

ようやく明るさが見えはじめてまいりましたが、依然として力強さに欠け、回復感の乏しいまま推移いたしまし

た。

　当業界におきましては長引く景気低迷の影響を受け、アンテナ・機器及び電波障害対策工事の需要が落ち込み、

企業間の受注競争も一層激しさを増し厳しい状況が続きました。

　このような状況下で当社は、新規顧客の開拓、携帯電話用アンテナや自動車用アンテナの受注拡大、ＣＡＴＶ

事業者向け機器販売の強化に努めました。工事部門で若干の減少がありましたが、全体としては積極的な営業活

動が実り前年同期を上回る成果を収めることができました。

　この結果、当中間期の売上高は前年同期比3.5％増の11,677百万円となり、利益面につきましても増収効果に

加え株価回復で有価証券評価損がなくなり経常利益は前年同期比69.5％増の708百万円、当中間純利益も116.0％

増の376百万円となりました。

　なお、「コンピューター西暦2000年問題」につきましては、全社的な対策本部を組織し、業務システム及び取

扱い製品に関するチェックと対応を終了しました。また、万一の不測の事態に備え、その影響を最小にするため

の危機管理計画を平成11年９月に制定いたしました。

　（注）　売上高には、消費税等は含まれておりません。

(2）生 産 能 力         

　当上半期には、前期と比較して生産能力に著しい変動はありません。
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(3）生 産 実 績         

(ｲ）生 産 実 績         （単位：千円）

期　　別

区　　分

前 上 半 期         
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当 上 半 期         
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

ア ン テ ナ 6,782,165 7,140,047

映 像 通 信 用 電 子 機 器 2,770,300 2,553,736

電 気 通 信 工 事 1,942,725 1,918,483

合 計 11,495,190 11,612,266

　（注）　金額は販売価格によって記載しており、消費税等は含まれておりません。

(ﾛ）製 品 仕 入 実 績         （単位：千円）

期　　別

区　　分

前 上 半 期         
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当 上 半 期         
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

ア ン テ ナ 155,965 172,350

映 像 通 信 用 電 子 機 器 316,621 329,706

電 気 通 信 工 事 118,118 131,320

合 計 590,705 633,377

　（注）　金額は仕入価格によって記載しており、消費税等は含まれておりません。

(4）受 注 状 況         

　当社の生産品目のうち、受注生産によるものは自動車アンテナ等のＯＥＭ製品であり、その他については需要

見込生産であります。電気通信工事については、すべて受注にもとづくものであります。

（単位：千円）

前 上 半 期       
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当 上 半 期       
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前　　期
平成11年
３月31日

期　　別

区　　分 受 注 高 受 注 残 高 受 注 高 受 注 残 高 受 注 残 高

ア ン テ ナ
（　684,971）
5,317,732

（　330,187）
1,566,923

（　872,510）
4,626,920

（　198,260）
1,236,926

（　270,710）
1,651,379

映像通信用電子機器
（　 23,002）
66,991

（　　　 －）
17,203

（　 45,552）
68,095

（　　　 －）
3,878

（　　　 －）
37,759

電 気 通 信 工 事
（　　　 －）
3,046,260

（　　　 －）
2,129,275

（　　　 －）
3,702,385

（　　　 －）
2,889,310

（　　　 －）
1,105,408

合 計
（　707,973）
8,430,983

（　330,187）
3,713,401

（　918,062）
8,397,400

（　198,260）
4,130,114

（　270,710）
2,794,546

　（注）１．金額は販売価格によって記載しており、消費税等は含まれておりません。

２．数量については、品目が多岐にわたり表示が困難であるため、記載を省略しております。

３．（　　）内の数字（内書）は、輸出受注高であり、その受注高全体に対する割合は前上半期8.3％、当

上半期10.9％であります。
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(5）販 売 実 績         （単位：千円）

期　　別

区　　分

前 上 半 期         
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当 上 半 期         
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

ア ン テ ナ
（ 1,316,041）
6,926,348

（19.0）％ （ 1,769,838）
7,274,812

（24.3）％

映 像 通 信 用 電 子 機 器
（　　21,260）
2,409,257

（ 0.8） （　　45,553）
2,484,594

（ 1.8）

電 気 通 信 工 事
（　　　　－）
1,942,725

（　－） （　　　　－）
1,918,483

（　－）

合 計
（ 1,337,301）
11,278,331

（11.8） （ 1,815,392）
11,677,891

（15.5）

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．数量については、品目が多岐にわたり表示が困難であるため、記載を省略しております。

　　　　３．（　　）内の数字（内書）は、輸出売上高及び輸出割合であります。

　　　　４．輸出売上高の地域別割合は、次のとおりであります。

期　　別

輸 出 先

前 上 半 期         
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当 上 半 期         
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

％ ％

ヨ ー ロ ッ パ 83.7 90.2

中 近 東 0.8 8.4

東 南 ア ジ ア 9.1 1.1

そ の 他 6.4 0.3

計 100.0 100.0
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第３　設 備 の 状 況         

１．設 備 の 異 動         

　特記すべき事項はありません。

２．設 備 計 画         

(1）前事業年度末（平成11年３月31日）において、実施中または計画中であった設備の新設、重要な拡充等のうち、

当該半期中に完成したものは次のとおりであります。

（単位：千円）

設 備 区 分 設 備 の 内 容 金 額 完 成 年 月

各 工 場 機械・工具器具備品等 191,512 平成11年９月

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）当該半期中に新たに確定した設備の新設、重要な拡充等の計画はありません。
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第４　経 理 の 状 況         

１．当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成10年４月１日から平成10年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成11年４月１日から平成11年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　また、中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成10年４月１日から平成10年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成11年４月１日から平成11年９月30日まで）に係る中間財務諸表について、中央監査

法人の中間監査を受け、「経理の状況」の末尾に掲げられているとおり中間監査報告書を受領しております。



－　　－

（9）／ 99/12/22 13:45（99/12/02 14:51）／ 97_73537_第４経理の状況_日本アンテナ_半期

9

１．中 間 財 務 諸 表         

(1）中 間 貸 借 対 照 表         （単位：千円）

前中間会計期間末

（平成10年９月30日現在）

当中間会計期間末

（平成11年９月30日現在）

前 事 業 年 度 の        
要約貸借対照表        
（平成11年３月31日現在）

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

(1）現 金 及 び 預 金 ※２ 4,887,236 4,906,553 4,861,992

(2）受 取 手 形 1,340,381 1,179,769 1,724,736

(3）売 掛 金 ※３ 5,739,688 6,175,479 7,988,083

(4）有 価 証 券 310,467 977,509 949,828

(5）た な 卸 資 産 3,606,230 3,663,839 3,332,161

(6）未 収 入 金 ※３ 1,275,764 1,108,298 1,657,865

(7）そ の 他 38,582 40,353 12,310

(8）貸 倒 引 当 金 △　　54,209 △　　42,034 △　　73,367

流 動 資 産 合 計 17,144,142 74.6 18,009,768 76.1 20,453,611 78.1

Ⅱ 固 定 資 産

１．有 形 固 定 資 産 ※1※2

(1）建 物 2,133,518 1,994,127 2,058,480

(2）そ の 他 2,053,753 1,971,903 2,008,692

計 4,187,272 18.3 3,966,030 16.8 4,067,172 15.5

２．無 形 固 定 資 産 24,824 0.1 72,148 0.3 24,707 0.1

３．投資その他の資産

(1）投資その他の資産 ※３ 1,642,186 1,717,532 1,746,603

(2）貸 倒 引 当 金 △　　27,590 △　　11,570 △　　12,030

(3）投資等損失引当金 － △　　85,987 △　　88,241

計 1,614,595 7.0 1,619,973 6.8 1,646,331 6.3

固 定 資 産 合 計 5,826,692 25.4 5,658,153 23.9 5,738,211 21.9

資 産 合 計 22,970,835 100.0 23,667,922 100.0 26,191,822 100.0

（負 債 の 部）

Ⅰ 流 動 負 債

(1）支 払 手 形 2,736,081 2,422,802 2,991,197

(2）買 掛 金 ※３ 1,480,159 1,437,944 2,228,774

(3）未 払 法 人 税 等 205,236 339,947 639,448

(4）未 払 事 業 税 等 55,112 － －

(5）賞 与 引 当 金 480,800 509,732 505,455

(6）そ の 他 ※２ 835,052 867,135 1,770,410

流 動 負 債 合 計 5,792,442 25.2 5,577,561 23.5 8,135,286 31.1
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（単位：千円）

前中間会計期間末

（平成10年９月30日現在）

当中間会計期間末

（平成11年９月30日現在）

前 事 業 年 度 の        
要約貸借対照表        
（平成11年３月31日現在）

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

Ⅱ 固 定 負 債 ％ ％ ％

(1）社 債 ※２ 400,000 400,000 400,000

(2）退 職 給 与 引 当 金 101,132 105,778 104,746

(3）役員退職慰労引当金 157,786 202,535 190,060

(4）そ の 他 20,030 20,036 20,030

固 定 負 債 合 計 678,948 3.0 728,349 3.1 714,836 2.7

負 債 合 計 6,471,390 28.2 6,305,910 26.6 8,850,122 33.8

（資 本 の 部）

Ⅰ 資 本 金 4,673,616 20.3 4,673,616 19.7 4,673,616 17.8

Ⅱ 資 本 準 備 金 6,318,554 27.5 6,318,554 26.7 6,318,554 24.1

Ⅲ 利 益 準 備 金 284,184 1.2 319,814 1.4 284,184 1.1

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

(1）任 意 積 立 金 4,620,000 5,120,000 4,620,000

(2）中間（当期）未処分利益 603,090 930,027 1,445,346

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 5,223,090 22.8 6,050,027 25.6 6,065,346 23.2

資 本 合 計 16,499,444 71.8 17,362,011 73.4 17,341,700 66.2

負 債 ・ 資 本 合 計 22,970,835 100.0 23,667,922 100.0 26,191,822 100.0
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(2）中 間 損 益 計 算 書         （単位：千円）

前中間会計期間        

自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        

自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前 事 業 年 度 の        
要約損益計算書        
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 11,278,331 100.0 11,677,891 100.0 26,521,964 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 8,631,729 76.5 8,934,925 76.5 20,013,218 75.5

売 上 総 利 益 2,646,602 23.5 2,742,965 23.5 6,508,746 24.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,095,069 18.6 2,075,415 17.8 4,149,148 15.6

営 業 利 益 551,532 4.9 667,550 5.7 2,359,598 8.9

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 75,603 0.7 93,431 0.8 143,130 0.5

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※２ 209,413 1.9 52,599 0.5 92,915 0.4

経 常 利 益 417,722 3.7 708,382 6.0 2,409,812 9.0

Ⅵ 特 別 利 益 ※３ － － 32,537 0.3 － －

Ⅶ 特 別 損 失 ※４ 33,201 0.3 17,143 0.1 163,171 0.6

税引前中間（当期）純利益 384,520 3.4 723,776 6.2 2,246,641 8.4

法 人 税 及 び 住 民 税 210,252 1.9 － － － －

法人税、住民税及び事業税 － － 347,183 3.0 1,230,117 4.6

中間（当期）純利益 174,268 1.5 376,593 3.2 1,016,523 3.8

前 期 繰 越 利 益 428,822 553,434 428,822

中間（当期）未処分利益 603,090 930,027 1,445,346
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中間財務諸表作成の基本となる事項

項 目
前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

１．正規の決算と異なる会計処理

の原則及び手続

(1）減価償却費

　当中間会計期間末の固定資産に係

わる年間減価償却費見積額を期間に

基づいて配分しております。

(1）　　　 同　　　　左

(2）退職給与引当金繰入額

　退職給与引当金繰入額は年間繰入

見積額を期間に基づいて配分してお

ります。

(2）　　　 同　　　　左

(3）役員退職慰労引当金繰入額

　当中間会計期間末に在籍する役員

に対し、内規に基づく年間繰入見積

額を期間に基づいて配分した金額を

計上しております。

　なお、過年度相当額は、平成９年

３月期から３年間で均等額を計上す

ることとし、年間計上額のうち中間

会計期間計上額としてその２分の１

相当額20,153千円を特別損失に計上

しております。

(3）役員退職慰労引当金繰入額

　当中間会計期間末に在籍する役員

に対し、内規に基づく年間繰入見積

額を期間に基づいて配分した金額を

計上しております。

(4）法人税及び住民税並びに事業税の

計上基準

　法人税及び住民税並びに事業税は

中間会計期間を一事業年度とみなし

て計算した税額を計上しておりま

す。

(4）　　　 同　　　　左

２．たな卸資産の評価基準及び評

価方法

製　　　　　品……総平均法に基づく

原価法

但し、購入製品に

ついては移動平均

法に基づく原価法

材　　　　　料……移動平均法に基づ

く原価法

仕　　掛　　品……総平均法に基づく

原価法

貯　　蔵　　品……最終仕入原価法

未成工事支出金……個別法に基づく原

価法

同　　　　左
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項 目
前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

３．たな卸資産以外の資産につい

て原価基準以外の基準を採用し

ている場合の評価基準

取引所の相場のある有価証券

　移動平均法に基づく低価法（洗替え

方式）

　なお、低価法の適用にあたっては、

従来切り放し方式によっておりました

が、平成10年度の法人税法の改正に伴

い、当中間期から洗替え方式に変更し

ました。この変更による中間財務諸表

に与える影響額はありません。

取引所の相場のある有価証券

　移動平均法に基づく低価法（洗替え

方式）

４．有形固定資産の減価償却の方

法

　法人税法に規定する定率法を採用し

ております。

　なお、建物（建物附属設備を除く）

については当中間期から法人税法の改

正により耐用年数の短縮を行っており

ます。これに伴い、前中間期と同一の

基準によった場合に比べ、減価償却費

は８百万円増加し、経常利益及び税引

前中間純利益は、それぞれ７百万円減

少しております。

　法人税法に規定する定率法を採用し

ております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法を採用しておりま

す。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同　　　　左

６．その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理方法は税抜方式

によっております。なお、仮払消費税

等と仮受消費税等は相殺し、その差額

は、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

同　　　　左
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（追 加 情 報         ）

期　　別

項　　目

前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

賞 与 引 当 金 　賞与引当金は、従来、法人税法の規

定に基づく支給対象期間基準による繰

入限度相当額を計上しておりました

が、平成10年度の税制改正に伴い、当

中間期から支給見込額を計上する方法

に変更いたしました。

　この変更による影響額については軽

微であります。

事 業 税 　前中間期において「販売費及び一般

管理費」に含めておりました「事業

税」（当中間期71,270千円）は、中間

財務諸表等規則の改正により「法人税

及び住民税」（当中間期275,913千

円）に含め、当中間期においては「法

人税、住民税及び事業税」として表示

しております。

自社利用ソフトウェア 　前中間会計期間まで投資その他の資

産の「投資その他の資産」に計上して

いたソフトウェアについては、「研究

開発費及びソフトウェアの会計処理に

関する実務指針」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第12号平成11年

３月31日）における経過措置の適用に

より、従来の会計処理方法を継続して

採用しております。ただし、同報告に

より上記に係るソフトウェアの表示に

ついては、投資その他の資産の「投資

その他の資産」から無形固定資産に変

更し、減価償却の方法については、社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

表 示 方 法 の 変 更         

前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

　未払事業税及び未払事業所税については、前中間期に

おいては「未払事業税等」として表示しておりましたが

当中間期においては未払事業税（71,084千円）について

は「未払法人税等」に含め、未払事業所税（3,942千

円）については流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。
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注 記 事 項         

（中間貸借対照表関係）

項 目
前中間会計期間末

（平成10年９月30日現在）
当中間会計期間末

（平成11年９月30日現在）
前 事 業 年 度 末        

（平成11年３月31日現在）

※１．有形固定資産減価償却

累計額

6,319,722千円 6,462,857千円 6,449,954千円

※２．担保に供している資産

定 期 預 金 1,279千円 1,281千円 1,281千円

建 物 265,955 249,491 257,451

土 地 21,200 21,200 21,200

計 288,435 271,973 279,934

上記に対する債務額

預 り 金 1,140千円 1,142千円 1,142千円

社 債 400,000 400,000 400,000

計 401,140 401,142 401,142

※３．主な外貨建の資産及び

負債

①　外貨建資産及び負債 ①　同　　　　左 ①　同　　　　左

売 掛 金 228,843千円

11,704,407香港ドル

92,480米 ド ル

59,700英ポンド

42,340独マルク

未 収 入 金 332,207千円 308,350千円 420,545千円

777,339米 ド ル 199,297米 ド ル 571,655米 ド ル

76,453,860比 ペ ソ 114,893,853比 ペ ソ 117,794,004比 ペ ソ

投資その他の資産 512,564千円 512,564千円 512,564千円

(関係会社株式) 150,000英ポンド 150,000英ポンド 150,000英ポンド

210,000香港ドル 210,000香港ドル 210,000香港ドル

88,800独マルク 88,800独マルク 88,800独マルク

104,000,000比 ペ ソ 104,000,000比 ペ ソ 104,000,000比 ペ ソ

(関係会社長期貸付金) 340,026千円 301,547千円 306,307千円

｛3,150,000米 ド ル｝ ｛2,800,000米 ド ル｝ ｛2,800,000米 ド ル｝

(破産更生債権等) 133,434千円 141,436千円

｛9,995,113香港ドル｝ 9,298,913香港ドル

7,000米 ド ル

買 掛 金 163,582千円 143,238千円 192,508千円

10,120米 ド ル 51,460,531比 ペ ソ 58,985,418比 ペ ソ

50,268,183比 ペ ソ 38,025独マルク 29,700独マルク

4,150独マルク
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項 目
前中間会計期間末

（平成10年９月30日現在）
当中間会計期間末

（平成11年９月30日現在）
前 事 業 年 度 末        

（平成11年３月31日現在）

②　外貨建長期金銭債権

の中間貸借対照表計上

額と中間期末日の為替

相場による円換算額と

の差額は次のとおりで

あります。

②　　同　　　　左 ②　外貨建長期金銭債権

の貸借対照表計上額と

期末日の為替相場によ

る円換算額との差額は

次のとおりでありま

す。

外 貨 額 3,150,000米ドル 外 貨 額 2,800,000米ドル 外 貨 額 2,800,000米ドル

中 間 貸 借
対照表計上額

340,026千円 中 間 貸 借
対照表計上額

301,547千円 貸借対照表
計 上 額

306,307千円

中 間 期 末 の
為 替 相 場 に
よる円換算額

423,202千円
中 間 期 末 の
為 替 相 場 に
よる円換算額

296,660千円
期 末 の
為 替 相 場 に
よる円換算額

334,740千円

差額(益) 83,176千円 差額(損) 4,887千円 差額(益) 28,432千円

　４．保証債務

従業員の銀行借入金に

対する保証 187千円 －千円 15千円

　５．受取手形割引高 125,206千円 80,052千円 100,135千円

（中間損益計算書関係）

項 目
前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前 事 業 年 度        
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

※１．営業外収益の主なもの

受 取 利 息 21,956千円 11,559千円 41,659千円

有価証券評価損戻益 － 25,478 －

※２．営業外費用の主なもの

支払利息及び割引料 1,077千円 611千円 2,060千円

社 債 利 息 10,703 9,000 19,703

有 価 証 券 評 価 損 173,296 － 26,936

※３．特別利益の主なもの

貸 倒 引 当 金 戻 入 －千円 30,284千円 －千円

※４．特別損失の主なもの

固 定 資 産 処 分 損 13,048千円 17,143千円 34,622千円

役員退職慰労引当金繰入額 20,153 － 40,307

　５．減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 289,475千円 273,101千円 637,045千円

無 形 固 定 資 産 195 6,836 386
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（リ ー ス 取 引 関 係         ）

項 目
前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前 事 業 年 度        
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引

２．未経過リース料中間期末残

高相当額

２．未経過リース料中間期末残

高相当額

２．未経過リース料期末残高相

当額

１ 年 内 32,544千円 １ 年 内 24,861千円 １ 年 内 32,281千円

１ 年 超 28,634千円 １ 年 超 3,713千円 １ 年 超 12,575千円

合 計 61,179千円 合 計 28,574千円 合 計 44,857千円

３．支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 21,363千円 支払リース料 17,190千円 支払リース料 38,840千円

減価償却費相当額 18,750千円 減価償却費相当額 15,229千円 減価償却費相当額 34,266千円

支払利息相当額 1,797千円 支払利息相当額 907千円 支払利息相当額 3,065千円

４．減価償却費相当額の算定方

法

　リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方

法

同　　　　左

４．減価償却費相当額の算定方

法

同　　　　左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。

５．利息相当額の算定方法

同　　　　左

５．利息相当額の算定方法

同　　　　左

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

工具器具
備 品

140,288 116,614 23,673

そ の 他 6,270 3,866 2,403

合 計 146,558 120,480 26,077

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相当額

千円 千円 千円

工具器具
備 品

148,888 110,611 38,276

そ の 他 6,270 3,239 3,030

合 計 155,158 113,851 41,306

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

工具器具
備 品

148,888 95,723 53,164

そ の 他 6,270 2,612 3,651

合 計 155,158 98,335 56,822
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（有価証券の時価等関係）

有 価 証 券 の 時 価 等            
（単位：千円）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

期　　別

種　　類
中間貸借対
照表計上額

時 価 評 価 損 益
中間貸借対
照表計上額

時 価 評 価 損 益
貸借対照表
計 上 額

時 価 評 価 損 益

流動資産に属するもの

株 式 310,467 319,944
9,476

[△　1,651]
977,509 1,580,414

602,904
[△　　410]

949,828 1,175,397
225,568
[△　　261]

債 券 － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － －

小 計 310,467 319,944 9,476 977,509 1,580,414 602,904 949,828 1,175,397 225,568

固定資産に属するもの

株 式 － － － － － － － － －

債 券 － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － －

小 計 － － － － － － － － －

合 計 310,467 319,944 9,476 977,509 1,580,414 602,904 949,828 1,175,397 225,568

　（注）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

１．有価証券の時価は次の算定根拠

によっております。

１．有価証券の時価は次の算定根拠

によっております。

１．有価証券の時価は次の算定根拠

によっております。

イ．上場有価証券

……東京証券取引所及び札幌

証券取引所の最終の価格

であります。

イ．上場有価証券

……同　　　　左

イ．上場有価証券

……同　　　　左

ロ．店頭売買有価証券

……日本証券業協会が公表す

る売買価格であります。

ロ．店頭売買有価証券

……同　　　　左

ロ．店頭売買有価証券

……同　　　　左

２．株式には、自己株式を含めて表

示しております。なお、［　］

内書きは、自己株式に係る評価

損益であります。

２．株式には、自己株式を含めて表

示しております。なお、［　］

内書きは、自己株式に係る評価

損益であります。

２．株式には、自己株式を含めて表

示しております。なお、［　］

内書きは、自己株式に係る評価

損益であります。

３．開示の対象から除いた有価証券

の中間貸借対照表計上額

３．開示の対象から除いた有価証券

の中間貸借対照表計上額

３．開示の対象から除いた有価証券

の貸借対照表計上額

（固定資産） （固定資産） （固定資産）

非 上 場 株 式
(店頭売買株式を除く)

977,804千円 非 上 場 株 式
(店頭売買株式を除く)

994,304千円 非 上 場 株 式
(店頭売買株式を除く)

979,304千円

（デリバティブ取引関係）

前 中 間 会 計 期 間         （自　平成10年４月１日　至　平成10年９月30日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。

当 中 間 会 計 期 間         （自　平成11年４月１日　至　平成11年９月30日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。

前 事 業 年 度         （自　平成10年４月１日　至　平成11年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。

２．そ の 他         

　該当事項はありません。
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第二部　保証会社等の情報

該当事項はありません。


